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(百万円未満切捨て)

１．2023年５月期第３四半期の連結業績（2022年６月１日～2023年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年５月期第３四半期 98,905 15.5 414 △83.0 494 △82.9 224 △89.6

2022年５月期第３四半期 85,640 △0.4 2,440 △69.1 2,889 △63.4 2,155 △63.1
(注) 包括利益 2023年５月期第３四半期 633百万円( △71.3％) 2022年５月期第３四半期 2,205百万円( △63.6％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年５月期第３四半期 2.64 2.63

2022年５月期第３四半期 24.66 24.60
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年５月期第３四半期 157,484 75,086 47.6

2022年５月期 154,724 79,946 51.2
(参考) 自己資本 2023年５月期第３四半期 75,015百万円 2022年５月期 79,148百万円
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年５月期 － 10.00 － 16.00 26.00

2023年５月期 － 10.00 －

2023年５月期(予想) 16.00 26.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

(注)配当金の内訳
2022年５月期第２四半期末 普通配当 10円00銭

　 2022年５月期期末 普通配当 10円00銭 特別配当 6円00銭
2023年５月期第２四半期末 普通配当 10円00銭
2023年５月期期末(予想) 普通配当 10円00銭 特別配当 6円00銭

　

３．2023年５月期の連結業績予想（2022年６月１日～2023年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 171,000 34.9 9,000 13.1 9,100 8.3 6,300 △14.7 71.00
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 1社 （社名）
合同会社地域共生発電所を
営業者とする匿名組合

、除外 1社 （社名）
宇都宮北太陽光発電合同会社を
営業者とする匿名組合

　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年５月期３Ｑ 98,255,000株 2022年５月期 98,255,000株

② 期末自己株式数 2023年５月期３Ｑ 14,640,546株 2022年５月期 10,399,046株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年５月期３Ｑ 84,902,328株 2022年５月期３Ｑ 87,391,114株

　
（注）１．「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を期末自己

株式数に含めております（2023年５月期３Ｑ 964,100株、2022年５月期 1,037,500株）。また、株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（2023年５月期３Ｑ

999,210株、2022年５月期３Ｑ 1,081,987株）。

２．「株式給付信託（従業員持株会処分型）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を期

末自己株式数に含めております（2023年５月期３Ｑ －株、2022年５月期 197,400株）。また、株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（2023年５月期３Ｑ

98,137株、2022年５月期３Ｑ 383,074株）。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　

　　



（参考）個別業績の概要

１．2023年５月期第３四半期の個別業績（2022年６月１日～2023年２月28日）

（１）個別経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年５月期第３四半期 86,452 13.1 △195 － 531 △83.1 499 △81.2

2022年５月期第３四半期 76,439 0.2 1,583 △78.6 3,143 △58.1 2,660 △52.2

１株当たり

四半期純利益

潜在株式調整後

１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年５月期第３四半期 5.88 5.87

2022年５月期第３四半期 30.44 30.37

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年５月期第３四半期 138,061 70,661 51.2

2022年５月期 133,497 74,619 55.9

（参考）自己資本 2023年５月期第３四半期 70,661百万円 2022年５月期 74,619百万円

２．2023年５月期の個別業績予想（2022年６月１日～2023年５月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 146,600 29.6 7,500 △10.9 5,200 △33.4 59.00

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、ウィズコロナにおける対策や各種政策により、景気は穏やか

に持ち直す傾向にあります。一方で、世界経済では、金融引締めや物価上昇、供給面での制約が続いており、我が

国経済にも影響を及ぼす可能性があることから、引き続き注視が必要な状況にあります。

建設業界におきましては、民間投資の増大によって建設需要は底堅さを維持しており、当社グループの受注高は、

主に建築事業において前年を大きく上回り好調に推移しております。一方で、建設資材の価格水準は依然として高

く、厳しい事業環境が続いております。

このような状況の中、当社グループの経営成績は以下のとおりとなりました。

当第３四半期連結累計期間の経営成績については、売上高は、前年同四半期連結累計期間比15.5％増の98,905百

万円となり、利益については、営業利益は414百万円（前年同四半期連結累計期間比83.0％減）、経常利益は494百

万円（前年同四半期連結累計期間比82.9％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年

同四半期連結累計期間比89.6％減の224百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。（セグメントの経営成績については、セグメント間の内部

売上高又は振替高を含めて記載しており、セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を

行っております。）

なお、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （セグメント情報

等）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、報告セグメント利益又は損失の算定方法の変更を行ってお

ります。以下の前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後の報告セグメント利益又は損失の算定

方法により作成した数値で比較しております。

　（土木事業）

土木事業においては、売上高は、大型工事の進捗が遅れたことにより35,213百万円（前年同四半期連結累計

期間比10.6％減）となりました。利益面では、上記に加えて一部不採算工事に対する工事損失引当金の計上に

よりセグメント利益165百万円（前年同四半期連結累計期間は273百万円のセグメント損失）となりました。

　（建築事業）

建築事業においては、売上高は、手持ち工事が順調に進捗したことにより62,080百万円（前年同四半期連結

累計期間比42.9％増）となりました。セグメント利益は、建設資材価格高騰及び、資材不足等の影響により一

部不採算工事に対する工事損失引当金を計上したことで153百万円（前年同四半期連結累計期間比92.3％減）と

なりました。

　（関連事業）

関連事業においては、前期に一部事業用資産を売却したことにより、賃料及び売電収入が減少し、売上高は

2,949百万円（前年同四半期連結累計期間比21.4％減）となり、セグメント利益は1,094百万円（前年同四半期

連結累計期間比33.6％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の財政状態については、資産は、受取手形・完成工事未収入金等16,366百万円、販

売用不動産3,195百万円、投資有価証券3,150百万円などの増加要因が、現金預金26,231百万円などの減少要因を上

回ったことにより、前連結会計年度末比2,759百万円増の157,484百万円となりました。

負債は、短期借入金6,232百万円、支払手形・工事未払金等5,064百万円などの増加要因が、未払法人税等1,837百

万円、長期借入金1,015百万円などの減少要因を上回ったことにより、前連結会計年度末比7,620百万円増の82,398

百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益224百万円の計上、自己株式2,499百万円の増加及び配当金2,277百

万円の支払いなどの結果、前連結会計年度末比4,860百万円減の75,086百万円となりました。

なお、自己資本比率は、前連結会計年度末比3.6ポイント減の47.6％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年５月期通期の連結業績予想につきましては、建設事業は厳しい事業環境が続いておりますが、第４四半期

で関連事業の開発案件の売上計上が予定されていることから、2022年７月15日付「2022年５月期決算短信[日本基

準]（連結）」において公表した業績予想に変更はありません。

なお、業績予想につきましては、本資料の発表日において入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、

実際の業績は今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年２月28日)

資産の部

流動資産

現金預金 47,591 21,359

受取手形・完成工事未収入金等 47,541 63,908

販売用不動産 5,645 8,841

未成工事支出金 866 1,407

開発事業等支出金 2,933 5,029

立替金 1,335 2,569

その他 4,623 5,563

貸倒引当金 △4 △31

流動資産合計 110,532 108,648

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 6,688 6,413

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 11,419 10,485

土地 8,158 8,158

その他（純額） 3,684 6,143

有形固定資産合計 29,951 31,200

無形固定資産 1,817 1,891

投資その他の資産

投資有価証券 8,249 11,399

退職給付に係る資産 1,647 1,812

繰延税金資産 162 55

その他 2,396 2,531

貸倒引当金 △31 △55

投資その他の資産合計 12,424 15,744

固定資産合計 44,192 48,836

資産合計 154,724 157,484
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 23,447 28,512

短期借入金 1,151 7,384

未払法人税等 1,858 20

未成工事受入金 7,282 6,552

開発事業等受入金 25 67

預り金 4,724 5,896

完成工事補償引当金 780 740

工事損失引当金 114 307

賞与引当金 - 593

役員賞与引当金 48 62

事業整理損失引当金 142 128

その他 4,232 2,215

流動負債合計 43,809 52,480

固定負債

社債 3,000 3,000

長期借入金 24,101 23,086

株式給付引当金 529 491

訴訟損失引当金 7 7

退職給付に係る負債 518 465

その他 2,811 2,865

固定負債合計 30,968 29,917

負債合計 74,778 82,398

純資産の部

株主資本

資本金 5,012 5,012

資本剰余金 18,551 18,573

利益剰余金 56,427 54,374

自己株式 △2,168 △4,668

株主資本合計 77,823 73,292

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,626 1,941

繰延ヘッジ損益 △38 35

退職給付に係る調整累計額 △262 △253

その他の包括利益累計額合計 1,324 1,723

非支配株主持分 797 70

純資産合計 79,946 75,086

負債純資産合計 154,724 157,484
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年６月１日
　至 2022年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2023年２月28日)

売上高

完成工事高 79,952 94,694

開発事業等売上高 5,688 4,210

売上高合計 85,640 98,905

売上原価

完成工事原価 73,277 89,059

開発事業等売上原価 3,617 2,751

売上原価合計 76,895 91,811

売上総利益

完成工事総利益 6,675 5,635

開発事業等総利益 2,070 1,458

売上総利益合計 8,745 7,093

販売費及び一般管理費 6,305 6,678

営業利益 2,440 414

営業外収益

受取利息 1 3

受取配当金 247 263

為替差益 - 145

保険解約返戻金 625 84

その他 33 32

営業外収益合計 907 529

営業外費用

支払利息 283 201

リース支払利息 43 54

貸倒損失 - 80

その他 131 112

営業外費用合計 458 449

経常利益 2,889 494

特別利益

固定資産売却益 21 35

投資有価証券売却益 89 11

特別利益合計 110 46

特別損失

投資有価証券評価損 - 37

固定資産廃却損 - 6

特別損失合計 - 43

税金等調整前四半期純利益 2,999 497

法人税、住民税及び事業税 581 268

法人税等調整額 227 △5

法人税等合計 808 262

四半期純利益 2,190 234

非支配株主に帰属する四半期純利益 35 10

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,155 224
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年６月１日
　至 2022年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2023年２月28日)

四半期純利益 2,190 234

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 129 314

繰延ヘッジ損益 △82 74

退職給付に係る調整額 △33 9

その他の包括利益合計 14 398

四半期包括利益 2,205 633

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,170 622

非支配株主に係る四半期包括利益 35 10
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2022年７月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式4,608,000株を取得いたしました。この結果

等により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が2,499百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末に

おいて自己株式が4,668百万円となっております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（追加情報）

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

(１)株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）

当社は、2019年１月29日開催の取締役会決議に基づき、2019年３月５日より、従業員の福利厚生の増進及び

当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下

「本制度」という。）を導入しております。

　①取引の概要

本制度の導入に際し制定した「株式給付規程」に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社

株式を給付する仕組みであります。

将来給付する株式を予め取得するために、当社は「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に金銭を信託し、当該信託銀行はその信託された金銭により当社株

式を取得しております。

　②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末529百万円、

1,037千株、当第３四半期連結会計期間末491百万円、964千株であります。

　③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

(２)株式給付信託（従業員持株会処分型）

当社は、2020年３月３日開催の取締役会決議に基づき、2020年７月22日より、当社グループの従業員（以下

「従業員」という。）の福利厚生の増進及び当社グループの企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的

として、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」という。）を導入しております。

　①取引の概要

本制度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」という。）を

受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下「本信託契約」という。）を締結して

おります（以下、本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）。また、受託者は株式会社

日本カストディ銀行との間で、株式会社日本カストディ銀行を再信託受託者として有価証券等の信託財産の

管理を再信託する契約を締結しております。

株式会社日本カストディ銀行は、株式会社日本カストディ銀行に設定される信託Ｅ口（以下「信託Ｅ口」

という。）において、信託設定後３年間にわたり持株会が購入することが見込まれる数に相当する当社株式

を予め一括して取得し、定期的に持株会に対して売却を行っております。信託Ｅ口による持株会への当社株

式の売却を通じて、信託終了時までに、本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、かか

る金銭を残余財産として、受益者適格要件を充足する持株会加入者（従業員）に分配します。

また、当社は、信託Ｅ口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に際し保証をするため、当社株価

の下落等により、信託終了時において、株式売却損相当額の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当

社が当該残債を弁済することとなります。

　②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末112百万円、197

千株、当第３四半期連結会計期間末においては該当事項はありません。

　③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度末106百万円、当第３四半期連結会計期間末0百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自 2021年６月１日 至 2022年２月28日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

(注1)

四半期連結

損益計算書

計上額(注2)土木事業 建築事業 関連事業 計

売上高

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
ス

36,358 40,706 2,591 79,655 － 79,655

一時点で移転される財
又はサービス

1,813 2,668 190 4,672 － 4,672

顧客との契約から生じる
収益

38,171 43,375 2,781 84,328 － 84,328

その他の収益 368 19 924 1,312 － 1,312

　外部顧客への売上高 38,540 43,394 3,705 85,640 － 85,640

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

839 52 45 936 △936 －

計 39,379 43,447 3,751 86,577 △936 85,640

セ グ メ ン ト 利 益 又 は 損 失
（△）

△273 1,993 1,649 3,369 △928 2,440

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△928百万円は、セグメントに属さない全社費用及びセグメ

ント間取引消去であります。

２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　当第３四半期連結累計期間(自 2022年６月１日 至 2023年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

(注1)

四半期連結

損益計算書

計上額(注2)土木事業 建築事業 関連事業 計

売上高

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
ス

32,020 59,227 2,069 93,317 － 93,317

一時点で移転される財
又はサービス

1,668 2,795 182 4,645 － 4,645

顧客との契約から生じる
収益

33,688 62,022 2,252 97,963 － 97,963

その他の収益 270 18 653 942 － 942

　外部顧客への売上高 33,958 62,040 2,905 98,905 － 98,905

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,254 40 44 1,338 △1,338 －

計 35,213 62,080 2,949 100,243 △1,338 98,905

セグメント利益 165 153 1,094 1,413 △998 414

（注）１．セグメント利益の調整額△998百万円は、セグメントに属さない全社費用及びセグメント間取引消去

であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、当連結会計年度を初年度とする新中期経営計画「中期経営計画2024」を策定しておりま

す。

　同計画で新規事業創出への注力を明確にしたことを受け、報告セグメントごとの業績をより適切に評価する

ため、新規事業創出に係わる費用は報告セグメントに帰属しない全社費用として各セグメントに配賦しないこ

ととし、第１四半期連結会計期間より報告セグメント利益又は損失の算定方法の変更を行っております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント利益又は損失の算定方法に

より作成したものを記載しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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３．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年５月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年２月28日)

資産の部

流動資産

現金預金 35,329 12,898

受取手形・完成工事未収入金等 43,872 59,355

未成工事支出金 469 814

開発事業等支出金 2,933 4,985

立替金 1,324 2,714

その他 9,721 14,958

貸倒引当金 △4 △31

流動資産合計 93,646 95,696

固定資産

有形固定資産 15,993 15,453

無形固定資産 705 856

投資その他の資産

投資有価証券 14,353 15,229

前払年金費用 1,965 2,117

その他 6,851 8,753

貸倒引当金 △18 △44

投資その他の資産合計 23,151 26,055

固定資産合計 39,850 42,365

資産合計 133,497 138,061

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 21,613 26,209

短期借入金 40 6,090

未払法人税等 1,725 -

未成工事受入金 6,691 5,469

開発事業等受入金 21 20

預り金 4,627 5,786

その他 3,549 3,291

流動負債合計 38,269 46,867

固定負債

社債 3,000 3,000

長期借入金 14,647 14,500

リース債務 1,599 1,651

その他 1,362 1,381

固定負債合計 20,609 20,532

負債合計 58,878 67,400

純資産の部

株主資本

資本金 5,012 5,012

資本剰余金 17,910 17,932

利益剰余金 52,305 50,526

自己株式 △2,168 △4,668

株主資本合計 73,060 68,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,559 1,857

評価・換算差額等合計 1,559 1,857

純資産合計 74,619 70,661

負債純資産合計 133,497 138,061
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2022年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2023年２月28日)

売上高

完成工事高 73,359 84,214

開発事業等売上高 3,080 2,237

売上高合計 76,439 86,452

売上原価

完成工事原価 68,141 80,284

開発事業等売上原価 1,461 947

売上原価合計 69,603 81,231

売上総利益

完成工事総利益 5,217 3,930

開発事業等総利益 1,618 1,289

売上総利益合計 6,836 5,220

販売費及び一般管理費 5,252 5,416

営業利益又は営業損失（△） 1,583 △195

営業外収益 1,759 1,047

営業外費用 199 320

経常利益 3,143 531

特別利益 89 11

特別損失 - 43

税引前四半期純利益 3,232 499

法人税等 572 △0

四半期純利益 2,660 499

（参考）１株当たり四半期純利益 30円44銭 5円88銭

(注) １．四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等規則」に準拠して作成し、「建設業法施行規則」に準じて記載しております。

２．科目の区分掲記につきましては、要約して記載しております。
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４．補足情報

（１）［個別］受注高・売上高・繰越高の状況

① 受注高
（単位：百万円）

区 分

前第３四半期累計期間

（自 2021年６月１日

至 2022年２月28日）

当第３四半期累計期間

（自 2022年６月１日

至 2023年２月28日）

比較増減

前事業年度

（自 2021年６月１日

至 2022年５月31日）

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 増減率 金 額 構成比率

土木事業

国内官庁 5,477 13.0% 8,694 13.9% 3,217 58.7% 12,135 8.8%

国内民間 13,189 31.2% 7,349 11.8% △5,839 △44.3% 23,781 17.3%

海外 - - - - - - - -

計 18,666 44.2% 16,044 25.7% △2,622 △14.0% 35,917 26.1%

建築事業

国内官庁 80 0.2% 2,003 3.2% 1,923 2401.0% 80 0.1%

国内民間 19,610 46.5% 34,684 55.5% 15,073 76.9% 82,979 60.4%

海外 738 1.8% 7,528 12.0% 6,789 919.0% 5,496 4.0%

計 20,429 48.4% 44,216 70.7% 23,786 116.4% 88,556 64.4%

計

国内官庁 5,557 13.2% 10,698 17.1% 5,140 92.5% 12,215 8.9%

国内民間 32,800 77.7% 42,034 67.3% 9,234 28.2% 106,761 77.7%

海外 738 1.8% 7,528 12.0% 6,789 919.0% 5,496 4.0%

計 39,096 92.6% 60,260 96.4% 21,164 54.1% 124,474 90.6%

開発事業等 3,110 7.4% 2,238 3.6% △872 △28.0% 12,929 9.4%

合 計 42,206 100.0% 62,499 100.0% 20,292 48.1% 137,403 100.0%

　 ② 売上高
（単位：百万円）

区 分

前第３四半期累計期間

（自 2021年６月１日

　 至 2022年２月28日）

当第３四半期累計期間

（自 2022年６月１日

　 至 2023年２月28日）

比較増減

前事業年度

（自 2021年６月１日

至 2022年５月31日）

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 増減率 金 額 構成比率

土木事業

国内官庁 19,163 25.1% 9,539 11.0% △9,624 △50.2% 24,529 21.7%

国内民間 12,649 16.5% 16,501 19.1% 3,851 30.4% 19,886 17.6%

海外 - - - - - - - -

計 31,813 41.6% 26,040 30.1% △5,772 △18.1% 44,416 39.3%

建築事業

国内官庁 2,194 2.9% 209 0.2% △1,984 △90.4% 2,194 1.9%

国内民間 33,645 44.0% 52,333 60.5% 18,688 55.5% 46,280 40.9%

海外 5,706 7.5% 5,631 6.5% △75 △1.3% 7,268 6.4%

計 41,545 54.4% 58,174 67.3% 16,628 40.0% 55,742 49.3%

計

国内官庁 21,357 27.9% 9,749 11.3% △11,608 △54.4% 26,724 23.6%

国内民間 46,294 60.6% 68,834 79.6% 22,539 48.7% 66,166 58.5%

海外 5,706 7.5% 5,631 6.5% △75 △1.3% 7,268 6.4%

計 73,359 96.0% 84,214 97.4% 10,855 14.8% 100,159 88.6%

開発事業等 3,080 4.0% 2,237 2.6% △843 △27.4% 12,916 11.4%

合 計 76,439 100.0% 86,452 100.0% 10,012 13.1% 113,075 100.0%
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　 ③ 繰越高
（単位：百万円）

区 分

前第３四半期累計期間

（自 2021年６月１日

　 至 2022年２月28日）

当第３四半期累計期間

（自 2022年６月１日

　 至 2023年２月28日）

比較増減

前事業年度

（自 2021年６月１日

至 2022年５月31日）

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 増減率 金 額 構成比率

土木事業

国内官庁 24,275 20.7% 24,722 16.3% 447 1.8% 25,567 14.6%

国内民間 35,603 30.4% 29,807 19.7% △5,796 △16.3% 38,958 22.2%

海外 - - - - - - - -

計 59,878 51.1% 54,530 35.9% △5,348 △8.9% 64,526 36.7%

建築事業

国内官庁 - - 1,793 1.2% 1,793 - - -

国内民間 47,477 40.6% 80,562 53.1% 33,085 69.7% 98,211 55.9%

海外 9,670 8.3% 14,764 9.7% 5,093 52.7% 12,866 7.3%

計 57,147 48.8% 97,120 64.0% 39,972 69.9% 111,077 63.2%

計

国内官庁 24,275 20.7% 26,516 17.5% 2,240 9.2% 25,567 14.6%

国内民間 83,080 71.0% 110,370 72.8% 27,289 32.8% 137,170 78.1%

海外 9,670 8.3% 14,764 9.7% 5,093 52.7% 12,866 7.3%

計 117,026 100.0% 151,650 100.0% 34,624 29.6% 175,604 100.0%

開発事業等 54 0.0% 38 0.0% △15 △28.9% 37 0.0%

合 計 117,081 100.0% 151,689 100.0% 34,608 29.6% 175,642 100.0%

（２）［個別］建設事業受注予想

（単位：百万円）

2022年５月期 2023年５月期

通期実績 対前期増減率 通期予想 対前期増減率

土木事業 35,917 △33.5% 37,300 3.8%

建築事業 88,556 31.9% 86,800 △2.0%

合計 124,474 2.8% 124,100 △0.3%

　


